
別紙２ 

 

 

新 旧 対 照 表  

（注）アンダーラインを付した部分は改正部分である。 

改  正  後 改  正  前 

別冊 

酒税法及び酒類行政法令解釈通達 

 

第７編の２ 構造改革特別区域法関係 

 

第25条及び第26条 

（共通関係） 

１ 「果実」の定義 

  構造特区法第25条及び同法第26条に規定する「果実」の

定義については、第２編第３条（その他の用語の定義）の

３〈「果実」の定義〉の定めを準用する。 

 

２ 「生産」の意義 

  構造特区法第25条及び同法第26条に規定する「生産」と

は、栽培等の人為的な作業を伴う行為をいうのであり、単

に自生している果実又は農産物を採取する行為などは含

まれないのであるから留意する。 

 

４ 「販売」の意義 

  構造特区法第25条第３項及び同法第26条第３項に規定

する「販売」とは、販売代金その他名目のいかんを問わず

対価を得て行われる譲渡をいうのであり、無償による譲

渡は含まれないのであるから留意する。 

 

第25条 酒税法の特例 

第１項及び第２項関係 

１ 「農業者」の範囲 

  構造特区法第25条第１項に規定する「農業者」には、農

業を経営する者のほか、次に掲げる者が含まれる。 

 ⑴ 構造特区規則第１条第１項第１号又は同条第２項第

１号に規定する農業経営者の世帯員等で、当該農業経

営者の行う果実又は米の生産に従事する者（当該生産

に従事する者であることについて当該生産に従事する

農地の所在地の農業委員会（農業委員会等に関する法

律（昭和26年法律第88号）第３条第５項の規定により農

業委員会を置かない市町村にあっては、市町村長。以下

第７編の２において同じ。）から証明を受けた者に限

る。） 

別冊 

酒税法及び酒類行政法令解釈通達 

 

第７編の２ 構造改革特別区域法関係 

 

第28条及び第28条の２ 

（共通関係） 

１ 「果実」の定義 

  構造特区法第28条及び同法第28条の２に規定する「果

実」の定義については、第２編第３条（その他の用語の定

義）の３〈「果実」の定義〉の定めを準用する。 

 

２ 「生産」の意義 

  構造特区法第28条及び同法第28条の２に規定する「生

産」とは、栽培等の人為的な作業を伴う行為をいうのであ

り、単に自生している果実又は農産物を採取する行為な

どは含まれないのであるから留意する。 

 

４ 「販売」の意義 

  構造特区法第28条第３項及び同法第28条の２第３項に

規定する「販売」とは、販売代金その他名目のいかんを問

わず対価を得て行われる譲渡をいうのであり、無償によ

る譲渡は含まれないのであるから留意する。 

 

第28条 酒税法の特例 

第１項及び第２項関係 

１ 「農業者」の範囲 

  構造特区法第28条第１項に規定する「農業者」には、農

業を経営する者のほか、次に掲げる者が含まれる。 

 ⑴ 構造特区規則第１条第１項第１号又は同条第２項第

１号に規定する農業経営者の世帯員等で、当該農業経

営者の行う果実又は米の生産に従事する者（当該生産

に従事する者であることについて当該生産に従事する

農地の所在地の農業委員会（農業委員会等に関する法

律（昭和26年法律第88号）第３条第５項の規定により農

業委員会を置かない市町村にあっては、市町村長。以下

第７編の２及び第７編の３において同じ。）から証明を

受けた者に限る。） 



 

 

改  正  後 改  正  前 

 ⑵ （省略） 

 

第26条 

第１項関係 

１ 「農産物」の定義 

  構造特区法第26条第１項に規定する「農産物」とは、日

本標準商品分類の「69農産食品」及び「70畜産食品」に属

する物品とする。 

 

２ 「水産物」の定義 

  構造特区法第26条第１項に規定する「水産物」とは、日

本標準商品分類の「71水産食品」に属する物品とする。 

 

３ 「加工品」の定義 

  構造特区法第26条第１項に規定する「加工品」とは、日

本標準商品分類の「72農産加工食品」、「73畜産加工食品」

及び「74水産加工食品」に属する物品とする。 

 

４ 構造特区法第26条第１項第１号及び第３号に規定する

酒類の製造免許の取扱い 

  構造特区法第26条第１項第１号及び第３号に規定する

製造免許を受けようとする場合は、第２編法第10条第11

号関係の２〈酒類の製造免許の取扱い〉の規定は適用しな

い。 

  この場合における構造特区法第26条第１項第１号に規

定する酒類の製造免許については、製造しようとする酒

類が、同項に規定する特区内農産物等を主たる原料とす

るものであり、かつ、その製造及び販売見込数量から販売

先が認定計画特定事業者の所在する地域に限定されてい

ると認められる場合には、申請等に基づいて個々にその

内容を検討の上、免許付与等の可否を決定する。 

  (注)  （省略） 

 

第27条 

第１項関係 

１ 主製造場と体験製造場との間の酒類等の移動の取扱い 

  主製造場と体験製造場との間の酒類等の移動について

は、製造場内での移動として取り扱う。 

 

２ 記帳義務の取扱い 

  体験製造場における酒税法第46条《記帳義務》の適用に

 ⑵ （同左） 

 

第28条の２ 

第１項関係 

１ 「農産物」の定義 

  構造特区法第28条の２第１項に規定する「農産物」と

は、日本標準商品分類の「69農産食品」及び「70畜産食品」

に属する物品とする。 

 

２ 「水産物」の定義 

  構造特区法第28条の２第１項に規定する「水産物」と

は、日本標準商品分類の「71水産食品」に属する物品とす

る。 

３ 「加工品」の定義 

  構造特区法第28条の２第１項に規定する「加工品」と

は、日本標準商品分類の「72農産加工食品」、「73畜産加

工食品」及び「74水産加工食品」に属する物品とする。 

 

４ 構造特区法第28条の２第１項第１号及び第３号に規定

する酒類の製造免許の取扱い 

  構造特区法第28条の２第１項第１号及び第３号に規定

する製造免許を受けようとする場合は、第２編法第10条

第11号関係の２〈酒類の製造免許の取扱い〉の規定は適用

しない。 

  この場合における構造特区法第28条の２第１項第１号

に規定する酒類の製造免許については、製造しようとす

る酒類が、同項に規定する特区内農産物等を主たる原料

とするものであり、かつ、その製造及び販売見込数量から

販売先が認定計画特定事業者の所在する地域に限定され

ていると認められる場合には、申請等に基づいて個々に

その内容を検討の上、免許付与等の可否を決定する。 

  (注)  （同左） 

 

 （新設） 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

改  正  後 改  正  前 

当たっては、清酒製造者に係る義務が課されることに留

意する。 

  １の移動に関しそれぞれの場所ごとに記帳しなければ

ならない事項は次のとおり。 

 ⑴ 受入又は払出酒類、酒母又はもろみの区分並びに酒

類については品目、アルコール分及び日本酒度 

 ⑵ 受入又は払出年月日 

 ⑶ 受入先又は払出先の容器番号 

 ⑷ 受入数量及び受入事由 

 ⑸ 払出数量及び払出事由 

 ⑹ 受入れ又は払出しの前後の深さ、数量、アルコール分

及び日本酒度 

 ⑺ 受入れ又は払出しごとの増減数量 

 ⑻ 腐敗又は亡失の年月日、時刻及び場所 

 

３ 帳簿の備付場所の取扱い 

  主製造場及び体験製造場において作成する各帳簿は、

それぞれ、主製造場又は体験製造場のいずれか一方にお

いて備え付けることに留意する。 

 

４ 酒類販売管理者の選任の取扱い 

  製造者が主製造場又は体験製造場においてする酒類の

販売業に係る酒類販売管理者は、主製造場又は体験製造

場のいずれか一方において選任すればよいことに留意す

る。 

 

５ 承認事務の取扱官庁 

 ⑴ 国税庁長官に上申を必要とするもの 

   異例又は特殊な承認で国税局長が承認することを適

当と認めたもの 

 ⑵ 国税局長限りで処理するもの 

   税務署長において承認の可否判定が困難であるもの

については、国税局長に上申の上、その指示により処理

する。 

 ⑶ 税務署長限りで処理するもの 

   ⑴及び⑵以外のものは、税務署長限りで処理する。た

だし、この通達に定める取扱いに適合していないが、税

務署長が特に承認を適当と認めたものについては、国

税局長に上申の上、その指示により処理する。 

 

６ 承認事務の処理期間（標準処理期間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

改  正  後 改  正  前 

  承認申請があった場合の標準処理期間は、次のとおり

とする。 

 ⑴ 国税庁長官に上申を要するもの 

   税務署長においては、申請者から申請書類を受理し

た日（書類の欠陥補正のため返戻した場合又は追加書

類を要求した場合は、再び申請書類を受理した日又は

追加書類を受理した日とする。上申の場合及び⑵並び

に⑶において同じ。）の翌日から起算して、原則として、

２か月以内に国税局長に上申するものとし、国税局長

は税務署長から申請書類を受理した日の翌日から起算

して、原則として、１か月以内に国税庁長官に上申す

る。 

 ⑵ 国税局長限りで処理するもの 

   税務署長においては、申請者から申請書類を受理し

た日の翌日から起算して、原則として、２か月以内に国

税局長に上申するものとし、国税局長は税務署長から

申請書類を受理した日の翌日から起算して、原則とし

て、２か月以内に処理する。 

 ⑶ 税務署長限りで処理するもの 

   税務署長限りで処理するものについては、申請者か

ら申請書類を受理した日の翌日から起算して、原則と

して、２か月以内に処理する。 

 ⑷ 標準処理期間から除外される期間 

   標準処理期間から除外される期間は、次のとおりで

あるから留意する。 

  イ 書類の欠陥補正のため返戻した場合又は追加書類

を要求した場合は、当該返戻した日又は要求した日

から再び申請書類が提出された日又は追加書類が提

出された日までの期間。 

  ロ 電磁的方法によって申請書の提出があった場合に

おいて別途送付等される添付書類が申請書を受理し

た日から合理的な期間内に到達しなかったときは、

当該申請書を受理した日から当該添付書類が到達す

るまでの期間。 

  ハ その他行政庁の責に属さない事情により要した期

間。 

 

第２項関係 

１ 「酒税の取締り上不適当」の意義 

  承認を受けようとする場所が、酒場、料理店等と同一の

場所である場合は、構造特区法第27条第２項に規定する

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

改  正  後 改  正  前 

「酒税の取締り上不適当と認められる事情があるとき」

に該当するものとして取り扱う。 

  (注)  承認を受けようとする場所が、酒場、料理店等

と接近した場所にある場合には、必ず図面上で明

確に区分させる。この場合、検査取締り上特に必要

があると認められるときには、承認を受けようと

する場所と酒場、料理店等を壁、扉等で区分させ

る。 

 

２ 「清酒の製造体験に係る設備が不十分」の意義 

  次のいずれかに該当する場合は、構造特区法第27条第

２項に規定する「清酒の製造体験に係る設備が不十分と

認められる事情があるとき」に該当するものとして取り

扱う。 

 ⑴ 清酒の製造体験に必要な機械、器具、容器等が十分に

備わっている又は十分に備えられることが確実である

と認められない場合 

 ⑵ 工場立地法、下水道法、水質汚濁防止法、食品衛生法

等製造場の設備に関する法令及び地方自治体の条例に

抵触していない又は抵触しないことが確実であると認

められない場合 

 

第５項関係 

１ 体験製造場から移出する酒類に表示する製造場の所在

地 

  体験製造場から移出する酒類に係る組合令第８条の３

第１項及び第５項《表示事項》並びに組合規則第11条の６

《記号表示の届出》に規定する製造場の所在地は、主製造

場の所在地を表示する。 

  (注)  体験製造場において最終的に衛生状態を変化さ

せる製造又は加工が行われた酒類は、別途、食品表

示基準に従った表示義務があることに留意する。 

 

第７編の３ 総合特別区域法関係 

 

第14条の２及び第37条の２ 

（共通関係） 

１ 構造改革特別区域法に規定する酒税法の特例の適用 

  総合特区法においては、同法第14条の２第３項又は同

法第37条の２第３項の規定により構造特区法第25条、同

法第26条又は同法第27条《酒税法の特例》の規定が適用さ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７編の３ 総合特別区域法関係 

 

第14条の２及び第37条の２ 

（共通関係） 

１ 構造改革特別区域法に規定する酒税法の特例の適用 

  総合特区法においては、同法第14条の２第３項又は同

法第37条の２第３項の規定により構造特区法第28条又は

同法第28条の２《酒税法の特例》の規定が適用されること



 

 

改  正  後 改  正  前 

れることに留意する。 

 

２ 「製造する酒類の範囲の条件」の取扱い 

  法第11条第１項の規定により製造する酒類の範囲につ

いての条件は、次による。 

 ⑴ 構造特区法第25条第１項第１号に規定する「果実酒

の製造免許」を付与するとき 

   「総合特別区域法（平成23年法律第81号）第14条の２

第３項（又は第37条の２第３項）の規定により適用され

る構造改革特別区域法（平成14年法律第189号）第25条

第１項第１号に掲げる酒類に限る。」旨。 

 ⑵ 構造特区法第25条第１項第２号に規定する「その他

の醸造酒の製造免許」を付与するとき 

   「総合特別区域法（平成23年法律第81号）第14条の２

第３項（又は第37条の２第３項）の規定により適用され

る構造改革特別区域法（平成14年法律第189号）第25条

第１項第２号に掲げる酒類に限る。」旨。 

 ⑶ 構造特区法第26条第１項第１号に規定する「単式蒸

留焼酎の製造免許」を付与するとき 

   「総合特別区域法（平成23年法律第81号）第14条の２

第３項（又は第37条の２第３項）の規定により適用され

る構造改革特別区域法（平成14年法律第189号）第26条

第１項第１号に掲げる酒類で、製造する数量は10キロ

リットル以下に限る。」旨。 

 ⑷ 構造特区法第26条第１項第２号に規定する「果実酒

の製造免許」を付与するとき 

   「総合特別区域法（平成23年法律第81号）第14条の２

第３項（又は第37条の２第３項）の規定により適用され

る構造改革特別区域法（平成14年法律第189号）第26条

第１項第２号に掲げる酒類に限る。」旨。 

 ⑸ 構造特区法第26条第１項第３号に規定する「原料用

アルコールの製造免許」を付与するとき 

   「総合特別区域法（平成23年法律第81号）第14条の２

第３項（又は第37条の２第３項）の規定により適用され

る構造改革特別区域法（平成14年法律第189号）第26条

第１項第３号に掲げる酒類に限る。」旨。 

 ⑹ 構造特区法第26条第１項第４号に規定する「リキュ

ールの製造免許」を付与するとき 

   「総合特別区域法（平成23年法律第81号）第14条の２

第３項（又は第37条の２第３項）の規定により適用され

る構造改革特別区域法（平成14年法律第189号）第26条

に留意する。 

 

２ 「製造する酒類の範囲の条件」の取扱い 

  法第11条第１項の規定により製造する酒類の範囲につ

いての条件は、次による。 

 ⑴ 構造特区法第28条第１項第１号に規定する「果実酒

の製造免許」を付与するとき 

   「総合特別区域法（平成23年法律第81号）第14条の２

第３項（又は第37条の２第３項）の規定により適用され

る構造改革特別区域法（平成14年法律第189号）第28条

第１項第１号に掲げる酒類に限る。」旨。 

 ⑵ 構造特区法第28条第１項第２号に規定する「その他

の醸造酒の製造免許」を付与するとき 

   「総合特別区域法（平成23年法律第81号）第14条の２

第３項（又は第37条の２第３項）の規定により適用され

る構造改革特別区域法（平成14年法律第189号）第28条

第１項第２号に掲げる酒類に限る。」旨。 

 ⑶ 構造特区法第28条の２第１項第１号に規定する「単

式蒸留焼酎の製造免許」を付与するとき 

   「総合特別区域法（平成23年法律第81号）第14条の２

第３項（又は第37条の２第３項）の規定により適用され

る構造改革特別区域法（平成14年法律第189号）第28条

の２第１項第１号に掲げる酒類で、製造する数量は10

キロリットル以下に限る。」旨。 

 ⑷ 構造特区法第28条の２第１項第２号に規定する「果

実酒の製造免許」を付与するとき 

   「総合特別区域法（平成23年法律第81号）第14条の２

第３項（又は第37条の２第３項）の規定により適用され

る構造改革特別区域法（平成14年法律第189号）第28条

の２第１項第２号に掲げる酒類に限る。」旨。 

 ⑸ 構造特区法第28条の２第１項第３号に規定する「原

料用アルコールの製造免許」を付与するとき 

   「総合特別区域法（平成23年法律第81号）第14条の２

第３項（又は第37条の２第３項）の規定により適用され

る構造改革特別区域法（平成14年法律第189号）第28条

の２第１項第３号に掲げる酒類に限る。」旨。 

 ⑹ 構造特区法第28条の２第１項第４号に規定する「リ

キュールの製造免許」を付与するとき 

   「総合特別区域法（平成23年法律第81号）第14条の２

第３項（又は第37条の２第３項）の規定により適用され

る構造改革特別区域法（平成14年法律第189号）第28条



 

 

改  正  後 改  正  前 

第１項第４号に掲げる酒類に限る。」旨。 

 

第７編の４ 国家戦略特別区域法関係 

 

第10条関係 

（共通関係） 

１ 構造改革特別区域法に規定する酒税法の特例の適用 

  国家戦略特区法においては、同法第10条第３項の規定

により構造特区法第25条、同法第26条又は同法第27条《酒

税法の特例》の規定が適用されることに留意する。 

 

２ 「製造する酒類の範囲の条件」の取扱い 

  法第11条第１項の規定により製造する酒類の範囲につ

いての条件は、次による。 

 ⑴ 構造特区法第25条第１項第１号に規定する「果実酒

の製造免許」を付与するとき 

   「国家戦略特別区域法（平成25年法律第107号）第10

条第３項の規定により適用される構造改革特別区域法

（平成14年法律第189号）第25条第１項第１号に掲げる

酒類に限る。」旨。 

 ⑵ 構造特区法第25条第１項第２号に規定する「その他

の醸造酒の製造免許」を付与するとき 

   「国家戦略特別区域法（平成25年法律第107号）第10

条第３項の規定により適用される構造改革特別区域法

（平成14年法律第189号）第25条第１項第２号に掲げる

酒類に限る。」旨。 

 ⑶ 構造特区法第26条第１項第１号に規定する「単式蒸

留焼酎の製造免許」を付与するとき 

   「国家戦略特別区域法（平成25年法律第107号）第10

条第３項の規定により適用される構造改革特別区域法

（平成14年法律第189号）第26条第１項第１号に掲げる

酒類で、製造する数量は10キロリットル以下に限る。」

旨。 

 ⑷ 構造特区法第26条第１項第２号に規定する「果実酒

の製造免許」を付与するとき 

   「国家戦略特別区域法（平成25年法律第107号）第10

条第３項の規定により適用される構造改革特別区域法

（平成14年法律第189号）第26条第１項第２号に掲げる

酒類に限る。」旨。 

 ⑸ 構造特区法第26条第１項第３号に規定する「原料用

アルコールの製造免許」を付与するとき 

の２第１項第４号に掲げる酒類に限る。」旨。 

 

第７編の４ 国家戦略特別区域法関係 

 

第10条関係 

（共通関係） 

１ 構造改革特別区域法に規定する酒税法の特例の適用 

  国家戦略特区法においては、同法第10条第３項の規定

により構造特区法第28条又は同法第28条の２《酒税法の

特例》の規定が適用されることに留意する。 

 

２ 「製造する酒類の範囲の条件」の取扱い 

  法第11条第１項の規定により製造する酒類の範囲につ

いての条件は、次による。 

 ⑴ 構造特区法第28条第１項第１号に規定する「果実酒

の製造免許」を付与するとき 

   「国家戦略特別区域法（平成25年法律第107号）第10

条第３項の規定により適用される構造改革特別区域法

（平成14年法律第189号）第28条第１項第１号に掲げる

酒類に限る。」旨。 

 ⑵ 構造特区法第28条第１項第２号に規定する「その他

の醸造酒の製造免許」を付与するとき 

   「国家戦略特別区域法（平成25年法律第107号）第10

条第３項の規定により適用される構造改革特別区域法

（平成14年法律第189号）第28条第１項第２号に掲げる

酒類に限る。」旨。 

 ⑶ 構造特区法第28条の２第１項第１号に規定する「単

式蒸留焼酎の製造免許」を付与するとき 

   「国家戦略特別区域法（平成25年法律第107号）第10

条第３項の規定により適用される構造改革特別区域法

（平成14年法律第189号）第28条の２第１項第１号に掲

げる酒類で、製造する数量は10キロリットル以下に限

る。」旨。 

 ⑷ 構造特区法第28条の２第１項第２号に規定する「果

実酒の製造免許」を付与するとき 

   「国家戦略特別区域法（平成25年法律第107号）第10

条第３項の規定により適用される構造改革特別区域法

（平成14年法律第189号）第28条の２第１項第２号に掲

げる酒類に限る。」旨。 

 ⑸ 構造特区法第28条の２第１項第３号に規定する「原

料用アルコールの製造免許」を付与するとき 



 

 

改  正  後 改  正  前 

   「国家戦略特別区域法（平成25年法律第107号）第10

条第３項の規定により適用される構造改革特別区域法

（平成14年法律第189号）第26条第１項第３号に掲げる

酒類に限る。」旨。 

 ⑹ 構造特区法第26条第１項第４号に規定する「リキュ

ールの製造免許」を付与するとき 

   「国家戦略特別区域法（平成25年法律第107号）第10

条第３項の規定により適用される構造改革特別区域法

（平成14年法律第189号）第26条第１項第４号に掲げる

酒類に限る。」旨。 

   「国家戦略特別区域法（平成25年法律第107号）第10

条第３項の規定により適用される構造改革特別区域法

（平成14年法律第189号）第28条の２第１項第３号に掲

げる酒類に限る。」旨。 

 ⑹ 構造特区法第28条の２第１項第４号に規定する「リ

キュールの製造免許」を付与するとき 

   「国家戦略特別区域法（平成25年法律第107号）第10

条第３項の規定により適用される構造改革特別区域法

（平成14年法律第189号）第28条の２第１項第４号に掲

げる酒類に限る。」旨。 

 


